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過去 10 年間の宮城県におけるサルモネラの検出状況について 
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2005 年から 2014 年の 10 年間に宮城県内で分離された散発下痢症由来サルモネラ感染者株（以下散発下痢症株）400

株を同定したところ，血清型は 62 種類に型別され，S.Enteritidis（以下 SE）64 株，S.Typhimurium（以下 ST）40

株，Salmonella Infantis（以下 SI）が 32 株であった。薬剤感受性試験の結果，いずれかの薬剤に耐性を示したのは

93 株で，薬剤別ではテトラサイクリンに耐性を示した株の検出率が高かった。2014 年に分離された散発下痢症株およ

び 2014 年食中毒由来株の SE 株についてパルスフィールドゲル電気泳動（PFGE）法による遺伝子解析の結果，2014

年食中毒由来株と同時期に分離された散発下痢症株で高い相同性がみられた。また，2012 年から 2014 年の 3 年間に宮

城県産牛 108 頭，豚 294 頭の盲腸内容物のサルモネラ汚染を調査したところ，サルモネラ属菌は検出されなかった。 
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1 はじめに  

 わが国におけるサルモネラ食中毒は 1989 年以降増加

していたが，1999 年の 825 件をピークにその後は減少

傾向を示している。しかし依然として食中毒原因細菌と

してはカンピロバクターに次いで第 2 位を占める。近年

の食品流通の広域化に伴ない食中毒事件は大規模化し，

過去 10 年間の患者数 500 人以上の食中毒事例 31 件のう

ち 3 件がサルモネラ属菌による事例である 1)。さらに，

統計上処理される食中毒による患者の他に，市中では散

発下痢症患者としてサルモネラ感染者が存在している。

また，検出される菌種も従来のパンデミック型である

SE 以外に多くの血清型が分離され，薬剤耐性菌の増加

も指摘されている。当所では食中毒や diffuse outbreak

を早期に探知する目的で 2005 年から散発下痢症株の分

与を受け，菌の同定および薬剤感受性試験を行ってきた

2)。本研究では，過去 10 年間の宮城県における散発下痢

症株の検出状況および,2014 年散発下痢症株と食中毒由

来株を比較した。また，牛・豚の盲腸内容物の保菌調査

を行ったので報告する。 

 

2 対象および検査方法 

2.1 対 象  

2005年から 2014年までに宮城県医師会健康センター

より分与された散発下痢症株 400 株を精査した。また

2012年から 2014年に宮城県食肉衛生検査所で処理され

た県内産の牛 108 頭，豚 294 頭の盲腸内容物 402 検体

についてサルモネラ属菌の分離を試みた。 

PFGE は， 2014 年散発下痢症 SE9 株および 2014 年

食中毒関連調査由来 SE4 株の合計 13 株について実施し

た。 

2.2 方 法 

分与された散発下痢症株は，SS 寒天培地（栄研化学）

で再分離し，疑わしい集落は TSI 寒天培地（栄研化学），

LIM 培地（栄研化学），VP 半流動培地（栄研化学）に

接種して生化学性状を確認後，サルモネラ免疫血清（デ

ンカ生研）を用いてスライド凝集法により O 抗原を，試

験管凝集法により H 抗原を決定し，菌を同定した。 

盲腸内容物は，SS 寒天培地及び MLCB 寒天培地（日

水製薬）に塗抹，RV 培地（MERCK）10ml に接種，36

±1℃，24±2 時間培養後，さらに RV 培地培養液を SS

寒天培地および MLCB 寒天培地に塗抹した。 

分離株の薬剤感受性試験は，NCCLS 法規格に準拠し

た一濃度ディスク拡散法（KB ディスク：栄研化学）を

用いた。すなわち，菌株をトリプトソイブイヨン（栄研

化学）で 35℃で培養し McFarland0.5 になるよう滅菌

生理食塩水で調整したものを被検菌液とし，ミュラーヒ

ントン寒天培地（OXOID）に滅菌綿棒で塗抹した。ア

ンピシリン（ABP:10μg），ホスホマイシン（FOM:50

μg），ノルフロキサシン（NFX:10μg），トスフロキ

サシン（TFX:5μg），レボフロキサシン（LVX:5μg），

セファロチン（CET:30μg），セフォタキシム（CTX:30

μg），セフタジジム（CAZ:30μg），セフェピム（CFP:30

μg），セフォキシチン (CFX:30μg)，カナマイシン

(KM:30μg)，テトラサイクリン(TC:30μg)，イミペネ

ム（IPM:10μg）の 13 剤のディスクを，35℃で 16～18

時間培養し，添付文書記載の基準に従って判定を行った。 

  2014 年散発下痢症株及び 2014 年食中毒関連調査由

来株の SE 株について，PFGE 法による遺伝子解析を行
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った。分離 SE 株は,ハートインフュジョンブイヨン培地

(栄研化学)で 37℃一夜振盪培養し，Ribot ら 4)の方法に

準じてプラグを作成し，制限酵素 BlnⅠで 37℃一晩処理

した。泳動条件は電圧 6.0V/cm，パルスタイム 2.2～

63.8sec，泳動時間 19h で，CHFF Mapper（BIO RAD

社）を用いて行った。泳動後，エチジウムブロマイドで

染色し，切断パターンを比較した。系統樹解析は

Finger-PrintingⅡ，Dice 係数により行った。 

 

3 結 果 

3.1 散発下痢症株の血清型 

分与を受けた散発下痢症株 400株のうち血清型が判明

した 369 株は，61 菌種に型別された。SE が最も多く

64 株（16%），次いで ST40 株（10%），SI32 株（8.0%）

でこの 3 菌種で全体の 34.0%を占めた。SE は概ね毎年

検出されたが，他は年によって検出された血清型に特徴

があった。2007 年，2008 年は ST が多く，2010 年～2013

年は，これまで検出のなかった S.Rissen が多く検出さ

れた(表 1)。 

3.2 薬剤感受性試験 

2005～2014 年散発下痢症株の薬剤耐性出現状況を表

2 に示した。散発下痢症株 400 株のうちいずれかの薬剤

に耐性をもつものは 93 株で，耐性率は 23.3％であった。

1 剤耐性が 60 株，2 剤耐性が 29 株，3 剤耐性が 3 株，4

剤耐性が 1 株あった。薬剤別にみると TC に耐性がある

株は 69 株，ABP 耐性が 34 株，KM 耐性が 11 株，FOM

耐性が 10 株であった(表 3)。 

3.3 PFGE による遺伝子解析 

2014 年 SE 株 13 株を制限酵素 BlnⅠで処理し，Dice

係数で解析した結果を示す（図 1）。解析した菌株は 2

つのグループに分けられ，75％の相同性を示した。A グ

ループには 2014 年散発下痢症株 3 株と 2014 年 6 月発

生の食中毒株 1 株が入った。B グループには食中毒関連

調査株 3 株およびこれらと同時期に分離された 2014 年 

散発下痢症株 6 株が入り，この 9 株の相同性は 100％で 

あった。 

 

表 2 散発下痢症株の薬剤耐性出現状況(2005～2014 年)  

耐性株数
(%) 1剤 2剤 3剤 4剤

Enteritidis 2 (3.1) ABP
Typhimurium 6 (15.0) TC

1 (2.5) ABP
5 (12.5) ABP,TC

1 (2.5) FOM,TC
1 (2.5) ABP,KM,TC

Infantis 10 (31.3) TC
2 (6.3) KM

4 (12.5) KM,TC
Agona 2 (20.0) FOM
Bareilly 7 (63.6) FOM
Braenderup 1 (7.7) ABP
Bredeney 1 (100.0) ABP
Hader 4 (100.0) TC
Heidelberg 1 (33.3) ABP

1 (33.3) ABP,TC
Istanbul 7 (36.8) TC
Isangi 1 (100.0) KM,TC
Kottbus 1 (50.0) ABP
Neumuenster 1 (100.0) TC
Orion 1 (100.0) NA
Panama 1 (100.0) ABP,TC
Saintpaul 4 (20) TC
Schwarzengrund 1 (33.3) TC

1 (33.3) KM,TC
Yovokome 1 (100.0) TC
O4:- 1 (100.0) ABP,CET,TC,NA
O4:i,- 2 (9.0) ABP

2 (9.0) TC
12 (54.5) ABP,TC

1 (4.5) ABP,KM
1 (4.5) ABP,KM,TC

Manhattan 1 (33.3) TC
1 (33.3) TC,NA
1 (33.3) ABP,CET

Newport 1 (50.0) TC
Muenchen 1 (100.0) ABP,CET,CAZ
Virchow 1 (11.1) TC

93 60 29 3 1

血清型
耐性パターン

 

 

 

表 3 散発下痢症株の薬剤別耐性株数 

 

 

 

 

 

表 1 散発下痢症株の血清型別 

Enteritidis 64 Enteritidis 12 Enteritidis 9 Typhimurium 8 Typhimurium 13 Enteritidis 14 Rissen 15 Rissen 3 Rissen 4 Rissen 8 Enteritidis 9
Typhimurium 40 Istanbul 12 Typhimurium 5 Istanbul 7 Bareilly 7 Infantis 3 Enteritidis 8 Nagoya 3 Litchfield 3 Infantis 2 Infantis 5
Infantis 32 Typhimurium 6 Infantis 4 Infantis 5 Braenderup 6 Typhimurium 2 Infantis 5 Enteritidis 3 Enteritidis 3 Enteritidis 2 Thompson 5
Rissen 31 Saintpaul 5 Agona 3 Saintpaul 4 Infantis 4 Saintpaul 2 Nagoya 3 Typhimurium 2 Infantis 2 Agona 1 Chester 5
Saintpaul 20 London 3 Saintpaul 2 Hader 4 Virchow 2 その他 6 Agona 2 Thompson 2 Saintpaul 1 Saintpaul 1 Saintpaul 3
Istanbul 19 Agona 3 Stanly 2 Bareilly 3 Carvallis 2 Thompson 2 Agona 1 Typhimurium 1 Typhimurium 1 Colindale 3
Thompson 15 Braenderup 3 Virchow 2 Montevideo 2 Kottbus 2 Braenderup 1 Saintpaul 1 Braenderup 1 Thompson 1 Typhimurium 2
Braenderup 13 Montevideo 3 Thompson 1 Thompson 2 Nagoya 2 その他 9 Braenderup 1 Thompson 1 その他 16 Singapore 2
Bareilly 11 Bareilly 1 Nagoya 1 Enteritidis 2 Enteritidis 2 Infantis 1 Nagoya 1 Manhattan 2
Nagoya 11 Infantis 1 その他 12 Braenderup 1 Saintpaul 1 その他 5 その他 8 Rissen 1
Agona 10 Thompson 1 その他 8 その他 5 Nagoya 1

その他 134 その他 13 その他 15
計 400 63 41 46 46 27 45 22 25 32 53

合計 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2011年2010年 2012年 2013年 2014年
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図 1 S.Enteritidis の PFGE パターン(BlnⅠ処理) 

3.4  サルモネラ汚染状況 

県内の牛及び豚の盲腸内容物 402 検体から、サルモネ

ラ属菌は検出されなかった(表 4)。 

 

表 4 牛・豚盲腸内容物サルモネラ属菌汚染状況 

検体 検体数 検出数(％)

108 0(0.0)

294 0(0.0)豚盲腸内容物

牛盲腸内容物

 

 

4 考 察 

サルモネラ食中毒発生件数は減少傾向にあるが，全国

的に夏期を中心に多発している。本県のサルモネラ発症

例も，例年夏期に多い傾向がみられるが，冬期に発生し

た例もあり，季節にかかわらず発生が確認されている。 

本県の過去 10 年間の散発下痢症株は SE，ST，SI で全

体の 34.0%を占めている。その内訳は国立感染症研究所

感染症情報センターの 2005 年から 2014 年までの全国

集計と比べて，SEは 32.5%であるのに対し本県は 16.0%

で，SE の全体に占める割合は少なかった。一方，ST は

全国のおよそ倍で 10%，SI は全国とほぼ同じで 8.0%で

あった。全国的な SE の検出率の低下に伴って，SE 以外

の血清型の分離率が高くなっている。 

我々が 2010 年に実施した調査 3)では，国産鶏肉の約

30％からサルモネラが分離され，そのほとんどが SI で

あった。このことから，本県でも SI の原因食品の多く

は鶏に関連すると推察され，農場でのサルモネラ排除が

重要な食品衛生対策となると思われる。 

今回，県内産の牛及び豚の盲腸内容物 402検体からは，

サルモネラは検出されなかった。 

薬剤耐性の状況は血清型によって特徴があった。

SE3.1%，ST35%，SI は 50%が耐性菌であった。これ

は竹田ら 13)の報告 60.3%，100%，83.3%と は大きく異

なった。特に本県の状況では，サルモネラの治療薬とし

て臨床的に有効性があると認められている ABP，FOM

に耐性をもつ株も分離されているので今後の動向を注視

することが必要である。ニューキノロン系薬剤 NFX，

TFX，LVX に耐性の株はなかった。 

PFGE による遺伝子解析の結果，SE は制限酵素 Bln

Ⅰで 2 つのグループに分けられ 75％の相同性となった。  

B グループの食中毒関連調査株と散発下痢症株は同時期

に分離され，パルスパターンで高い相同性がみられたこ

とから汚染源が同一であった可能性が示唆された。散発

下痢症の場合は採材された地域，時期が異なるにもかか

わらず，類似のパターンを示す株による感染が確認され

た。このことから特定の菌株が広く環境を汚染し，食品

を介した diffuse outbreak があると示唆された。 

これまでの SE 対策では鶏卵，鶏卵加工品の取扱いや

製品の規格基準，表示などを策定し，様々な分野で汚染

の減少化に力を注いだことが食中毒防止に有効に働いて

いる。しかし，SE 以外の血清型のサルモネラについて

は，SE のように感染源対策が講じられていない。ST や

SI については鶏に特化した施策が必要で，農場の清浄化

から流通，販売，家庭での取扱いを含めた対策が必要で

あろう。また，今回牛及び豚のサルモネラ汚染は確認で

きなかったが，総合的な体系で衛生行政を推進していく

ことが重要と考える。 
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